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【対象会計の範囲】 

 

 

 

【財務書類４表の相関図】（    は、金額が一致することを表す。） 

 

 

普通会計

一般会計 一般会計

特別会計

墓苑事業特別会計 墓苑事業

公営事業会計

その他の特別会計

国民健康保険事業特別会計 国民健康保険事業

後期高齢者医療事業特別会計 後期高齢者医療事業

介護保険事業特別会計 介護保険事業

企業団地造成事業特別会計 企業団地造成事業

介護サービス事業

公営企業会計 公営企業会計（地方公営企業法適用）

水道事業会計 水道事業

下水道事業会計 下水道事業

病院事業会計 病院事業

射水市の会計区分 財務書類の会計区分

公営企業会計（地方公営企業法非適用）

資産 負債

３　流動資産

　⑴  資金

２　行政コスト計算書

∣

経常収益合計

１　貸借対照表

４　資金収支計算書

期首資金残高

＋

純資産

経常行政コスト合計

期末資金残高

純経常行政コスト

当年度資金増減額

３　純資産変動計算書

期首純資産残高

∣

純経常行政コスト

期末純資産残高

＋

一般財源、補助金等



射水市全体の財務書類
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科目 金額 科目 金額

「資産の部」 「負債の部」

１　公共資産 １　固定負債

　(1) 有形固定資産 238,831　(1) 地方債 93,970

　(2) 無形固定資産 4,943　(2) 長期未払金 0

　(3) 売却可能資産 1,132　(3) 引当金 8,555

公共資産合計 244,906固定負債合計 102,525

２　投資等 ２　流動負債

　(1) 投資及び出資金 717　(1) 翌年度償還予定地方債 7,258

　(2) 貸付金 108　(2) 短期借入金 0

　(3) 基金等 5,787　(3) 未払金 1,134

　(4) 長期延滞債権 1,071　(4) 賞与引当金 436

　(5) その他 125　(5) その他 144

　(6) 回収不能見込額 △185流動負債合計 8,972

投資等合計 7,623

負債合計 111,497

３　流動資産

　(1) 資金 8,359「純資産の部」

　(2) 未収金 1,141

　(3) 販売用不動産 227　　純資産

　(4) その他 157

　(5) 回収不能見込額 △42

流動資産合計 9,842 純資産合計 150,874

資産合計 262,371 負債・純資産合計 262,371

貸借対照表
（平成25年3月31日現在）

（単位：百万円）

借方 貸方

150,874

（単位：百万円）

科目 金額

１　人にかかるコスト 8,003

（1）人件費 6,913

（2）退職手当引当金繰入等 655

（3）賞与引当金繰入額 435

２　物にかかるコスト 16,121

（1）物件費 7,924

（2）維持補修費 717

（3）減価償却費 7,480

３　移転支出的なコスト 26,865

（1）社会保障給付 19,141

（2）補助金等 6,584

（3）他会計等への支出額 0

（4）他団体への公共資産整備補助金等 1,140

４　その他のコスト 2,145

（1）支払利息 1,874

（2）回収不能見込計上額 41

（3）その他行政コスト 230

経常行政コスト合計　　　　ａ 53,134

１　使用料・手数料 845

２　分担金・負担金・寄附金 6,921

３　保険料 4,250

４　事業収益 6,835

５　その他特定サービス収入 481

経常収益合計　　　　　　　ｂ 19,332

（差引）純経常行政コスト　ａ－ｂ 33,802

行政コスト計算書
自　平成24年4月11日

至　平成25年3月31日

（単位：百万円）

科目 金額

期首純資産残高 140,460

　純経常行政コスト △33,802

　一般財源

　　地方税 13,114

　　地方交付税 9,339

　　その他行政コスト充当財源 2,211

　補助金等受入 11,067

　臨時損益 △24

　資産評価替えによる変動額 △69

　無償受贈資産受入 7

　その他 8,571

期末純資産残高 150,874

純資産変動計算書
自　平成24年4月11日

至　平成25年3月31日

（単位：百万円）

　　支出合計 44,273

　　収入合計 54,682

　　経常的収支 10,409

　　支出合計 8,101

　　収入合計 6,796

　　公共資産整備収支 △1,305

　　支出合計 10,046

　　収入合計 2,317

　　投資・財務的収支 △7,729

当年度資金増減額 1,375

期首資金残高 6,984

期末資金残高 8,359

資金収支計算書
自　平成24年4月11日

至　平成25年3月31日

１　経常的収支の部

２　公共資産整備収支の部

３　投資・財務的収支の部
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全会計財務書類 

１ 貸借対照表 

  貸借対照表は、自治体が行政サービスを提供するために保有している財産（資産） 

 と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示 

 した一覧表である。資産合計額と、負債・純資産合計額が一致することから、バラン 

 スシート（ＢＳ）とも呼ばれる。 

 
（1） 概要 

   平成24年度末における総資産額は2,623億71百万円で、前年度と比較して109 

  億26百万円増加した。一方、負債総額は1,114億97百万円で、前年度と比較して 

  5億12百万円増加した。資産から負債を差し引いた純資産は1,508億74百万円で、 

  前年度から104億14百万円増加した。 

 

（2） 資産の部 

   資産の部では、資産全体の93.3％を占める公共資産において86億4百万円の増 

  となった。うち、有形固定資産においては37億65百万円の増となっているが、こ 

  れは、固定資産の減価償却等により普通会計で1億98百万円の減、病院事業会計 

  で1億73百万円の減となった一方、水道事業会計で2億63百万円の増、下水道事 

  業会計で38億73百万円の増となったことなどが主な要因である。また、無形固定 

  資産において48億83百万円の増となっているが、これは下水道事業会計の公営企 

  業法適用に伴い、神通川左岸流域下水道施設等に係る施設利用権を新たに計上した 

  ことなどによるものである。 

   基金等では、合併地域振興基金や統合庁舎建設基金への積み増しなどにより8億 

  25百万円の増となった。資金では、財政調整基金や減債基金への積み増しなどによ

り13億75百万円の増となった。 

(単位：百万円)

資産の部 24年度 23年度 前年度比 負債の部 24年度 23年度 前年度比

１　公共資産 244,906 236,302 8,604１　固定負債 102,525 102,747 △222

(1) 有形固定資産 238,831 235,066 3,765(1) 地方債 93,970 93,917 53

(2) 無形固定資産 4,943 60 4,883(2) 長期未払金 0 0 0

(3) 売却可能資産 1,132 1,176 △44(3) 引当金 8,555 8,830 △275

２　投資等 7,623 7,407 216２　流動負債 8,972 8,238 734

(1) 投資及び出資金 717 688 29(1) 翌年度償還予定地方債 7,258 7,261 △3

(2) 貸付金 108 108 0(2) 短期借入金 0 21 △21

(3) 基金等 5,787 4,962 825(3) 未払金 1,134 477 657

(4) 長期延滞債権 1,071 1,731 △660(4) 賞与引当金 436 456 △20

(5) その他 125 125 0(5) その他 144 23 121

(6) 回収不能見込額 △185 △207 22 負債合計 111,497 110,985 512

純資産の部 24年度 23年度 前年度比

３　流動資産 9,842 7,736 2,106

(1) 資金 8,359 6,984 1,375

(2) 未収金 1,141 516 625

(3) 販売用不動産 227 253 △26

(4) その他 157 32 125

(5) 回収不能見込額 △42 △49 7

資産合計 262,371 251,445 10,926 負債・純資産合計 262,371 251,445 10,926

　純資産合計 140,460 10,414150,874

借方 貸方
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（3） 負債の部 

   負債の部では、固定負債において、引当金（退職手当引当金）が2億75百万円の

減となっているが、これは職員数の減に伴うものである。また、流動負債において

は、下水道事業特別会計が公営企業法の適用を受けたことに伴い、新たに未払金を

計上したことなどにより、全体で7億34百万円の増となった。 

 

（4） 市民１人当たりの資産と負債 

   市民１人当たりの資産は276万円（前年度比8万円増）、負債は117万円（前年度 

比1万円減）、純資産は159万円（前年度比9万円増）となった。 

 

 

（5） 社会資本形成における世代間負担比率 

   公共資産に対する地方債残高及び純資産の割合を分析することによって、公共資

産の形成に当たり将来世代と現在までの世代が、どのような割合で費用負担してい

るのかを見ることができる。地方債残高の比率は「将来世代の負担比率」、純資産の

比率は「現在までの世代の負担比率」を示している。なお、地方債残高には、臨時

財政対策債などの社会資本形成の財源にならない地方債も含まれるため、将来世代

の負担比率と現在までの世代の負担比率の合計は 100％にならないのが一般的であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：万円)

項目 24年度 23年度 前年度比

資産 276 268 8

負債 117 118 △1

純資産 159 150 9

（単位：％）

項目 24年度 23年度

将来世代の負担比率 41.3 42.8

現在までの世代の負担比率 61.6 59.4

・将来世代の負担比率：（地方債残高/公共資産）×100 

・現在までの世代の負担比率：（純資産/公共資産）×100 

※地方債残高：「地方債」+「翌年度償還予定地方債」 
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２ 行政コスト計算書 

  当該年度における行政活動のうち、資産形成に結びつかない行政サービス（人的 

サービスや給付サービスなど）に要したコストと、行政サービスの直接の対価として

得られた収入（使用料・手数料等）の収支を示している。ただし、行政サービスを提

供する上で最も重要な財源である市税や地方交付税は経常収益に含めないため、経常

行政コストと経常収益とを比べると、一般的には大幅なコスト超過になる。なお、経

常行政コストから経常収益を差し引いた純経常行政コストについては、「純資産変動計

算書」にあるように、市税や地方交付税といった一般財源で賄うことになる。 

   

 

 

 

 

（1） 概要 

   平成24年度は、経常行政コストが前年度に比べ4億38百万円増の531億34百万  

  円となり、受益者負担額である使用料・手数料等と分担金・負担金・寄附金を合わ 

  せた経常収益は、前年度に比べ10億70百万円増の193億32百万円となった。また、 

  経常行政コストから経常収益を差し引いた純経常行政コストは、前年度より6億32 

百万円減の338億2百万円となった。 

 

性質別

（単位：百万円）

24年度 （構成比） 23年度 （構成比） 前年度比

１　人にかかるコスト 8,003 15.1 8,139 15.4 △ 136

２　物にかかるコスト 16,121 30.3 16,787 31.9 △ 666

３　移転支出的なコスト 26,865 50.6 25,625 48.6 1,240

４　その他のコスト 2,145 4.0 2,145 4.1 0

経常行政コスト合計　　　　ａ 53,134 100.0 52,696 100.0 438

経常収益合計　　　　　　　ｂ 19,332 18,262 1,070

純経常行政コスト　　　ａ－ｂ 33,802 34,434 △ 632

目的別

（単位：百万円）

24年度 （構成比） 23年度 （構成比） 前年度比

生活インフラ・国土保全 5,675 10.7 5,040 9.6 635

教育 3,840 7.2 3,826 7.3 14

福祉 26,686 50.2 25,670 48.7 1,016

環境衛生 8,037 15.1 8,274 15.7 △ 237

産業振興 1,773 3.3 2,797 5.3 △ 1,024

消防 1,246 2.4 1,227 2.3 19

総務 3,424 6.5 3,373 6.4 51

議会 341 0.6 380 0.7 △ 39

支払利息 1,874 3.5 1,941 3.7 △ 67

回収不能見込計上額 41 0.1 52 0.1 △ 11

その他行政コスト 197 0.4 116 0.2 81

経常行政コスト合計　　　　 53,134 100.0 52,696 100.0 438
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（2） 性質別 

   職員数の減少により人件費は1億77百万円の減となり、人にかかるコスト全体で 

  は1億36百万円の減となった。また、減価償却費などの減により、物にかかるコス 

  トは6億66百万円の減となった。移転支出的なコストでは、社会保障給付費や補助 

  金等の増により、12億40百万円の増となった。経常収益については、介護保険料や 

  国民健康保険における前期高齢者交付金等の増により、10億70百万円の増となった。 

 

（3） 目的別 

   高齢化等の影響により、「福祉」の割合が高く、これにかかるコストも前年度比10 

  億16百万円の増となった。 

 

（4） 市民１人当たりの経常行政コストと経常収益 

   市民１人当たりの経常行政コストは558千円（前年度比4千円減）、経常収益は203

千円（前年度比8千円増）となった。 

 

 

（5） 受益者負担比率 

   経常行政コストに対する経常収益の比率であり、行政サービスがどの程度の受益

者負担で賄われているかを見ることができる。普通会計では4.2％だが、全会計では

36.4％となっている。これは、連結対象となる各会計（水道事業等の公営企業会計

や国民健康保険事業等の公営事業会計）の収入が、受益者負担によるところが大き

いためである。 

 

   

        

 

 

 

 

 

(単位：千円)

項目 24年度 23年度 前年度比

１　人にかかるコスト 84 87 △3

２　物にかかるコスト 169 179 △10

３　移転支出的なコスト 282 273 9

４　その他のコスト 23 23 0

経常行政コスト合計　　　 558 562 △4

経常収益合計　　　 203 195 8

項目 24年度 23年度

受益者負担比率 36.4 34.7

（単位：％）

・受益者負担比率：（経常収益/経常行政コスト）×100 



7 
 

３ 純資産変動計算書 

  当該年度における純資産と、その内部構成の変動を示している。なお、期末純資産 

 残高は、「貸借対照表」における純資産合計と一致する。また、純経常行政コストは、 

 「行政コスト計算書」における純経常行政コストと一致する。 

 
 

（1） 概要 

   平成24年度末の純資産残高は、期首と比べると104億14百万円増の1,508億74 

  百万円となった。 

   なお、純経常行政コスト338億2百万円に対し、地方税等の一般財源（246億64 

百万円）及び補助金等受入（110億67百万円）を加えた合計が357億31百万円とな 

るなど、純経常行政コストを上回って資金を調達できたことを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

24年度 23年度 前年度比

期首純資産残高 140,460 139,279 1,181

　純経常行政コスト △33,802 △34,434 632

　一般財源 0

　　地方税 13,114 13,121 △7

　　地方交付税 9,339 9,370 △31

　　その他行政コスト充当財源 2,211 2,306 △95

　補助金等受入 11,067 11,061 6

　臨時損益 △24 △11 △13

　資産評価替えによる変動額 △69 △75 6

　無償受贈資産受入 7 3 4

　その他 8,571 △160 8,731

期末純資産残高 150,874 140,460 10,414
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４ 資金収支計算書 

  当該年度における資金（現金）の収支を３つの区分（経常的収支の部、公共資産整 

備収支の部、投資・財務的収支の部）に分けて表示している。なお、期末資金残高は、 

貸借対照表における流動資産の「資金」と一致する。 

 

 

（1） 概要 

  ア 経常的収支の部 

    平成24年度は、人件費や物件費、社会保障給付費といった日常の行政サービス 

   を行う上での経常的な支出を地方税や地方交付税等の経常的な収入で賄ったこと 

   により、104億9百万円の収支余剰となった。 

 

  イ 公共資産整備収支の部、投資・財務的収支の部 

    公共事業等の社会資本整備の収支を表す「公共資産整備収支」は13億5百万円 

   の収支不足、また、市債の償還や貸付金の収支を表す「投資・財務的収支」は 77

億29百万円の収支不足で、両部門の収支不足合計は90億34百万円となる。 

 

    これらの収支不足を「経常的収支」の余剰で補てんした結果、全体の資金収支

では13億75百万円増加し、期末（年度末）の資金残高は、83億59百万円となっ

た。 

（単位：百万円）

24年度 23年度 前年度比

１　経常的収支の部

　　支出合計 44,273 45,369 △1,096

　　収入合計 54,682 55,896 △1,214

　　経常的収支 10,409 10,527 △118

２　公共資産整備収支の部

　　支出合計 8,101 6,613 1,488

　　収入合計 6,796 4,934 1,862

　　公共資産整備収支 △1,305 △1,679 374

３　投資・財務的収支の部

　　支出合計 10,046 10,071 △25

　　収入合計 2,317 2,208 109

　　投資・財務的収支 △7,729 △7,863 134

当年度資金増減額 1,375 985 390

期首資金残高 6,984 5,999 985

期末資金残高 8,359 6,984 1,375
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普通会計財務書類 

  

１ 貸借対照表 

 

 

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 49,183,701

①生活インフラ・国土保全 64,066,404 (2) 長期未払金

②教育 59,580,731 ①物件の購入等

③福祉 4,301,785 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 10,264,815 ③その他

⑤産業振興 4,215,770 長期未払金計 0

⑥消防 3,523,975 (3) 退職手当引当金 6,782,313

⑦総務 10,558,144 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 156,511,624 固定負債合計 55,966,014

(2) 売却可能資産 1,131,731

公共資産合計 157,643,355 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 4,674,217

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 6,689,014 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 △ 3,533,309 (5) 賞与引当金 313,601

投資及び出資金計 3,155,705 流動負債合計 4,987,818

(2) 貸付金 91,334

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 60,953,832

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 4,132,000

③土地開発基金 1,484,780 [純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 26,329,229

⑤退職手当組合積立金 28,859

基金等計 5,645,639 ２　公共資産等整備一般財源等 105,526,751

(4) 長期延滞債権 576,393

(5) 回収不能見込額 △ 82,410 ３　その他一般財源等 △ 22,019,102

投資等合計 9,386,661

４　資産評価差額 1,295,491

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 111,132,369

①財政調整基金 3,188,104

②減債基金 681,535

③歳計現金 1,088,345

現金預金計 4,957,984

(2) 未収金

①地方税 104,314

②その他 10,057

③回収不能見込額 △ 16,170

未収金計 98,201

流動資産合計 5,056,185

資　　産　　合　　計 172,086,201 負 債 ・ 純 資 産 合 計 172,086,201

平成２４年度　射水市普通会計貸借対照表
（平成２５年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

0

0

0
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科目 科目

「資産の部」 「負債の部」

１　公共資産 １　固定負債

　(1) 有形固定資産 　(1) 地方債

　(2) 無形固定資産 　(2) 長期未払金

　(3) 売却可能資産 　(3) 引当金

公共資産合計 固定負債合計

２　投資等 ２　流動負債

　(1) 投資及び出資金 　(1) 翌年度償還予定地方債

　(2) 貸付金 　(2) 短期借入金

　(3) 基金等 　(3) 未払金

　(4) 長期延滞債権 　(4) 賞与引当金

　(5) その他 　(5) その他

　(6) 回収不能見込額 流動負債合計

投資等合計

負債合計

３　流動資産

　(1) 資金 「純資産の部」

　(2) 未収金

　(3) 販売用不動産 　　純資産

　(4) その他

　(5) 回収不能見込額

流動資産合計 純資産合計

資産合計 負債・純資産合計

貸借対照表

借方 貸方

■有形固定資産 

 行政サービスを提供するために

有している資産。 

■売却可能資産 

 普通財産のうち、現に公共用などに

使用されていない土地や建物など。 

■回収不能見込額 

 市税や貸付金・使用料等の収入未済額の

うち、回収不能と見込まれる金額。 

■引当金（退職手当引当金） 

 将来発生すると見込まれる退職

手当支給総額。 

■賞与引当金 

 翌年度に支払うことが予定され

る賞与のうち、今年度の負担分。 

■未収金 

 市税や貸付金・使用料等の収

入未済額のうち、過去1年以内

に発生した金額。 
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２ 行政コスト計算書 

 

 

自
　
平
成
２
４
年
４
月
　
１
日

至
　
平
成
２
５
年
３
月
３
１
日

【
経
常
行
政
コ
ス
ト
】

（
単
位
：
千
円
）

総
　
額

（
構
成
比
率
）
生
活
イ
ン
フ
ラ
・

国
土
保
全

教
　
育

福
　
祉

環
境
衛
生

産
業
振
興

消
　
防

総
　
務

議
　
会

支
払
利
息

回
収
不
能

見
込
計
上
額

そ
の
他

行
政
コ
ス
ト

（1
）
人
件
費

4
,8
5
3,1
82

1
5.6
%

3
6
3,0
5
6

4
5
0
,2
0
7

1
,1
84
,7
91

3
4
7,3
15

1
8
4,8
24

7
6
9,4
1
4

1
,2
6
7
,7
1
8

2
85
,8
57

0

5
4
8,4
34

1
.8
%

4
0,9
5
5

3
9
,8
2
4

1
47
,0
25

4
3,1
78

2
2,8
28

9
6,0
1
2

1
5
3
,1
0
5

5
,5
07

0

3
1
3,6
01

1
.0
%

2
3,4
6
0

2
9
,0
9
1

7
6
,5
58

2
2,4
43

1
1,9
43

4
9,7
1
8

8
1
,9
1
7

1
8
,4
71

0

小
　
計

5
,7
1
5,2
17

1
8.4
%

4
2
7,4
7
1

5
1
9
,1
2
2

1
,4
08
,3
74

4
1
2,9
36

2
1
9,5
95

9
1
5,1
4
4

1
,5
0
2
,7
4
0

3
09
,8
35

0

（1
）
物
件
費

5
,2
4
7,7
20

1
6.8
%

1
8
1,2
4
6

1
,5
4
5
,8
5
6

4
35
,9
37

1
,6
3
4,6
51

3
2
0,5
50

1
3
9,4
4
8

9
7
0
,8
2
1

1
9
,2
11

0

（2
）
維
持
補
修
費

5
2
2,3
94

1
.7
%

5
0
1,4
3
7

1
0
,3
2
7

3
,3
74

0
0

5
,1
4
4

2
,1
1
2

0

（3
）
減
価
償
却
費

5
,1
5
8,0
75

1
6.6
%

1
,7
0
9,6
1
9

1
,5
3
4
,4
5
4

2
34
,2
20

6
5
0,4
31

4
8
2,1
84

1
4
4,9
9
9

4
0
2
,1
6
8

0

小
　
計

1
0,9
2
8,1
89

3
5.1
%

2
,3
9
2,3
0
2

3
,0
9
0
,6
3
7

6
73
,5
31

2
,2
8
5,0
82

8
0
2,7
34

2
8
9,5
9
1

1
,3
7
5
,1
0
1

1
9
,2
11

0

（1
）
社
会
保
障
給
付

5
,9
6
9,4
85

1
9.2
%

4
3
,8
1
3

5
,9
25
,6
72

0
0

0

（2
）
補
助
金
等

1
,8
4
6,8
14

5
.9
%

1
1
5,0
3
5

1
6
3
,3
0
6

4
03
,3
52

5
5,5
84

5
3
2,5
56

4
4,7
2
1

5
2
0
,3
8
6

1
1
,8
74

（3
）
他
会
計
等
へ
の
支
出
額

4
,7
6
2,0
20

1
5.3
%

1
,7
4
6,2
9
1

0
2
,6
23
,7
88

3
8
2,3
09

9
,6
32

0
0

0
0

1
,1
3
9,8
94

3
.7
%

4
1
9,2
7
2

2
3
,2
1
7

3
77
,7
40

7
7,0
00

2
1
7,1
99

0
2
5
,4
6
6

0
0

小
　
計

1
3,7
1
8,2
13

4
4.0
%

2
,2
8
0,5
9
8

2
3
0
,3
3
6

9
,3
30
,5
52

5
1
4,8
93

7
5
9,3
87

4
4,7
2
1

5
4
5
,8
5
2

1
1
,8
74

0

（1
）
支
払
利
息

7
8
4,5
70

2
.5
%

7
8
4,5
70

（2
）
回
収
不
能
見
込
計
上
額

4
,8
73

0
.%

4
,8
73

（3
）
そ
の
他
行
政
コ
ス
ト

0
0
.0
%

0
0

0
0

0
0

0
0

0

小
　
計

7
8
9,4
43

2
.5
%

0
0

0
0

0
0

0
0

7
8
4,5
70

4
,8
73

0

ａ
3
1,1
5
1,0
62

5
,1
0
0,3
7
1

3
,8
4
0
,0
9
5

1
1,4
12
,4
57

3
,2
1
2,9
11

1
,7
8
1,7
16

1
,2
4
9,4
5
6

3
,4
2
3
,6
9
3

3
40
,9
20

7
8
4,5
70

4
,8
73

0

1
6.4
%

1
2.3
%

3
6
.7
%

1
0
.3
%

5
.7
%

4
.0
%

1
1.0
%

1
.1
%

2
.5
%

0
.%

0
.0
%

【
経
常
収
益
】

一
般
財
源

振
替
額

1
使
　
用
　
料
・
手
　
数
　
料

ｂ
8
4
4,7
65

3
5,1
4
4

3
5
,0
9
3

2
92
,3
46

2
6
2,6
59

1
9,4
89

3
,6
9
4

5
7
,8
8
2

0
1
3
8
,4
5
8

2
分
担
金
・負
担
金
・寄
附
金

ｃ
4
5
5,5
20

4
,9
8
4

6
,0
9
9

4
29
,3
54

2
,0
00

2
79

0
1
2
,6
7
3

0
1
3
1

経
　
常
　
収
　
益
　
合
　
計

（
　
ｂ
　
＋
　
ｃ
　
）

ｄ
1
,3
0
0,2
85

4
0,1
2
8

4
1
,1
9
2

7
21
,7
00

2
6
4,6
59

1
9,7
68

3
,6
9
4

7
0
,5
5
5

0
0

0
1
3
8
,5
8
9

ｄ
／
ａ

4
.2
%

0
.8
%

1
.1
%

6
.3
%

8
.2
%

1
.1
%

0
.3
%

2
.1
%

0
.0
%

0
.0
%

（
差
引
）
純
経
常
行
政
コ
ス
ト

ａ
－
ｄ

2
9,8
5
0,7
77

5
,0
6
0,2
4
3

3
,7
9
8
,9
0
3

1
0,6
90
,7
57

2
,9
4
8,2
52

1
,7
6
1,9
48

1
,2
4
5,7
6
2

3
,3
5
3
,1
3
8

3
40
,9
20

7
8
4,5
70

4
,8
73

0
△
 1
3
8
,5
8
9

※
回
収
不
能
見
込
計
上
額
の
マ
イ
ナ
ス
計
上
は
、
債
権
区
分
の
変
更
に
伴
う
も
の
。

（
　
構
　
成
　
比
　
率
　
）

平
成
２
４
年
度
　
射
水
市
普
通
会
計
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

4 経
　
常
　
行
　
政
　
コ
　
ス
　
ト

21 3

（2
）
退
職
手
当
引
当
金
繰
入
等

（4
）
他
団
体
へ
の

　
　
　
公
共
資
産
整
備
補
助
金
等

（3
）
賞
与
引
当
金
繰
入
額
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科目

１　人にかかるコスト

（1）人件費

（2）退職手当引当金繰入等

（3）賞与引当金繰入額

２　物にかかるコスト

（1）物件費

（2）維持補修費

（3）減価償却費

３　移転支出的なコスト

（1）社会保障給付

（2）補助金等

（3）他会計等への支出額

（4）他団体への公共資産整備補助金等

４　その他のコスト

（1）支払利息

（2）回収不能見込計上額

（3）その他行政コスト

経常行政コスト合計　　　　ａ

１　使用料・手数料

２　分担金・負担金・寄附金

３　保険料

４　事業収益

５　その他特定サービス収入

経常収益合計　　　　　　　ｂ

（差引）純経常行政コスト　ａ－ｂ

行政コスト計算書

■退職手当引当金繰入等 

 当該年度に退職手当引当金として新たに繰り入れた分に相当する額（将

来支払うことになる退職金のうち、当該年度の人件費に対応して生じる分

をコストとして把握）。 

■賞与引当金繰入額 

 貸借対照表に計上した賞与引当金を費用計上したもの。 

■減価償却費 

 有形固定資産の形成

にかかった負担額を費

用計上するに当たり、有

形固定資産の取得価格

を使用可能年数（耐用年

数）で割った額。 

■社会保障給付 

 生活保護や医療費助

成などの扶助費。 
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３ 純資産変動計算書 

 

 

自
　
平
成
２
４
年
４
月
　
１
日

至
　
平
成
２
５
年
３
月
３
１
日

（
単
位
：千
円
）

純
資
産
合
計

公
共
資
産
等
整
備

公
共
資
産
等
整
備

そ
の
他

資
産
評
価
差
額

国
県
補
助
金
等

一
般
財
源
等

一
般
財
源
等

期
首
純
資
産
残
高

1
10
,5
49
,6
1
1

2
6,3
23
,1
15

1
03
,9
6
0,2
5
5

△
 2
1,0
73
,0
89

1,
33
9,3
3
0

純
経
常
行
政
コ
ス
ト

△
 2
9
,8
50
,7
7
7

△
 2
9,8
50
,7
77

一
般
財
源

地
方
税

13
,1
13
,8
1
9

1
3,1
13
,8
19

地
方
交
付
税

9
,3
39
,3
7
3

9
,3
39
,3
73

そ
の
他
行
政
コ
ス
ト
充
当
財
源

2
,2
11
,0
9
5

2
,2
11
,0
95

補
助
金
等
受
入

5
,8
15
,2
3
9

1
,1
03
,8
71

4
,7
11
,3
68

臨
時
損
益

災
害
復
旧
事
業
費

△
 1
,2
0
2

△
 1
,2
02

公
共
資
産
除
売
却
損
益

0
0

投
資
損
失

△
 9
5
0

△
 9
50

科
目
振
替

公
共
資
産
整
備
へ
の
財
源
投
入

6
5
5,7
3
7

△
 6
55
,7
37

公
共
資
産
処
分
に
よ
る
財
源
増

0
0

0
貸
付
金
・
出
資
金
等
へ
の
財
源
投
入

0
2,
6
5
1,1
2
8

△
 2
,6
51
,1
28

貸
付
金
・
出
資
金
等
の
回
収
等
に
よ
る
財
源
増

△
 1
,6
6
0,1
0
2

1
,6
60
,1
02

減
価
償
却
に
よ
る
財
源
増

△
 1
,0
97
,7
57

△
 4
,0
6
0,3
1
8

5
,1
58
,0
75

地
方
債
償
還
に
伴
う
財
源
振
替

3,
9
8
0,0
5
1

△
 3
,9
80
,0
51

資
産
評
価
替
え
に
よ
る
変
動
額

△
 4
3,
83
9

△
 4
3,8
3
9

無
償
受
贈
資
産
受
入

そ
の
他

期
末
純
資
産
残
高

1
11
,1
32
,3
6
9

2
6,3
29
,2
29

1
05
,5
2
6,7
5
1

△
 2
2,0
19
,1
02

1,
29
5,4
9
1

平
成
２
４
年
度
　
射
水
市
普
通
会
計
純
資
産
変
動
計
算
書
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４ 資金収支計算書 

 

 
 

自　平成２４年４月　１日

至　平成２５年３月３１日

（単位：千円）

1,171,507

1,088,345

１ 経 常 的 収 支 の 部

支 出 合 計

収 入 合 計

62,194

2,257,433

△ 7,548,195

△ 83,162

1,489,204

3,693

475,000

227,342

3,646

0

9,805,628

0

2,046,046

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

△ 888,049

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

31,000

1,485,247

6,689

5,273,819

352,628

1,598,272

32,617,288

8,353,082

4,960,167

6,161,868

1,318,630

332,475

2,088,200

437,852

9,339,373

4,496,609

841,949

公 共 資 産 整 備 収 支 額

期首歳計現金残高

翌年度繰上充用金増減額

期末歳計現金残高

5,867,628

5,247,720

5,969,485

1,846,814

784,570

4,024,393

地方債発行額

その他収入

当年度歳計現金増減額

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

その他収入

定額運用基金への繰出支出

収 入 合 計

諸収入

補助金等

支 出 合 計

国県補助金等

3,823,200

125,300

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

公共資産整備支出

分担金・負担金・寄附金

平成２４年度　射水市普通会計資金収支計算書

人件費

物件費

社会保障給付

使用料・手数料

523,596

24,264,206

13,129,930地方税

地方交付税

国県補助金等

その他収入

他会計等への建設費充当財源繰出支出

経 常 的 収 支 額

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

地方債発行額

基金取崩額

4,935,691

基金取崩額

1,139,894

61,807

0

他会計等への公債費充当財源繰出支出 1,303,998

長期未払金支払支出

国県補助金等

公共資産整備補助金等支出

貸付金回収額

支 出 合 計

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

地方債償還額


